
地域共生型再生可能エネルギー等普及促進事業
令和3年度予算額34.7億円（17.3億円）

資源エネルギー庁
（１）省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギーシステム課 03-3580-2492
電力・ガス事業部
電力産業・市場室 03-3501-1748

（２）省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギーシステム課 03-3580-2492

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

民間企業等
（２）委託

事業イメージ
事業目的・概要
地域の再生可能エネルギーの活用は、地域振興や非常時のエネルギー
源確保に効果的です。系統線活用型の面的利用システムは、自営線
と比較し工事の小規模化等が期待されますが、実例がないことに伴う収
益面の事業リスクが不透明なことが自立的普及の妨げとなっています。

 エネルギー供給強靭化法では新たに配電事業が創設され、福島新エネ
社会構想では再エネの地域循環モデルの構築が掲げられるなど、地域
の再エネを活用する事業への期待が高まっています。さらなる再エネの導
入拡大には、地域へ裨益する地域共生型事業が求められています。

本事業では、地域マイクログリッドの先例モデルの構築による自立的普
及と、地域共生型再生可能エネルギーの普及拡大を目指します。

成果目標
令和4年度までの12件程度の先例モデル構築を通じて、地域マイクロ
グリッドの制度化及び自立的拡大を目指します。また、再エネ事業にお
ける地域共生の取組の全国展開を推進することで、同取組の定着を目
指します。

(１）再生可能エネルギー等を活用した
地域マイクログリッド構築支援事業

（１）ー１ 構築事業
• 地域にある再生可能エネルギーを活用し、平常時は下位系統の潮
流を把握し、災害等による大規模停電時には自立して電力を供給
できる「地域マイクログリッド」を構築しようとする民間事業者等（地
方公共団体との共同申請）に対し、構築に必要な費用の一部を
支援します。【補助率：2/3以内】

（１）－２ 導入プラン作成事業
• 地域マイクログリッド構築に向けた導入可能性調査を含む事業計画
「導入プラン」を作成しようとする民間事業者等（地方公共団体と
の共同申請）に対し、プラン作成に必要な費用の一部を支援しま
す。【補助率：3/4以内】

（２）地域共生型再生可能エネルギー顕彰事業
• 地域に根差し信頼される再生可能エネルギーの拡大を目的に、地域
共生に取り組む優良事業を顕彰します。また、当該取組の全国への
普及展開のための広報活動を実施します【委託】
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※固定価格買取制度の認定対象設備は補助対象経費に含まない
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エネルギーの真の地産地消
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